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令和７年度 事業報告書 

 

 令和７年度に公益財団法人川崎・横浜公害保健センターが実施した事業の概要は、次

のとおりです。 

 

Ⅰ 法人の概要 

１ 設立年月日  

   昭和５２年２月１０日（設立許可） 

昭和５２年２月１９日（財団法人設立登記） 

   昭和５２年１１月２６日（診療所開設） 

   平成２４年１月２０日（公益財団法人への移行認定） 

   平成２４年２月１日（移行登記完了） 

 

２ 目的（定款第３条） 

センターは、川崎市長及び横浜市長が認定した公害健康被害者（以下「被認定

者」という。）の健康の回復及び福祉の向上を図るとともに、川崎及び横浜両市民の

大気汚染に係る健康被害の予防に寄与することを目的とする｡ 

 

３ 事業内容（定款第４条） 

（１）大気汚染に係る閉塞性呼吸器疾患についての検査及び検診に関すること。 

（２）被認定者の保健福祉に関すること。 

（３）被認定者の療養に係る資料の収集及び管理に関すること。 

（４）被認定者の応急医療に関すること。 

（５）大気汚染に係る健康被害の予防に関すること。 

（６）その他目的を達成するために必要な事業 

 

４ 主たる事務所（令和８年３月３１日現在） 

 川崎市川崎区日進町２３番地 

 

５ 評議員等に関する事項（令和８年３月３１日現在） 

 (1) 評議員（７名） 

    新 井 理 之  豊 福 深 奈  岡 田 智 幸 

    金 子   猛  丹     操  藤 田 周 治 

安 川 貴 章 
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(2) 理事（５名）・監事（1名）  

    理 事 長   馬 嶋 正 和 

    副理事長   芝 山 幸 久 

    常務理事   寒 河 江 周 一 

    理  事   小 泉 祐 子  樋 田 美 智 子 

    監  事   斉 藤   将 

 

Ⅱ 事業の概要 

令和７年度は、定款の目的に基づき、川崎市及び横浜市の被認定者の健康の回復

及び福祉の向上を図るとともに、川崎市民の大気汚染に係る健康被害の予防に寄与

することを目的として、令和６年度に引き続き次により事業を行いました。 

(１) 検査・検診事業については、公害健康被害の補償等に関する法律に基づく障害

程度の見直し及び認定更新に伴う医学的検査を行いました。開催予定の４４回す

べて実施しました。  

(２) 被認定者の健康の回復及び福祉の向上を図ることを目的とする保健福祉事業と

して、呼吸機能訓練教室を開催しました。開催予定の１３回すべて実施しました。 

(３)  大気汚染に係る健康被害の予防に寄与することを目的とする健康被害の予防

事業として、呼吸器健康相談事業は１２回実施しました。 

  (４)  ６月定時評議員会にて法人の存続期間を令和９年３月３１日までとすることが決

定しました。これを踏まえ、理事会にて、令和８年度は事業規模及び運営体制の縮

小を図り１２月をもって事業を終了することを決定しました。また、医療機器購入等

の積立資産を取崩し、廃棄物処分や行政に引き継ぐ文書のデータ化等の解散に

係る経費に充当することを決定しました。更にセンター建物の解体について川崎市

に依頼する旨の覚書を締結しました。 

（５） センター建物の土地所有者であるUR都市機構と建物解体に関する協議を川崎

市と共に行いました（令和７年８月、１２月、令和８年２月）。 
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事業報告書の附属明細書 

 

Ⅰ 事業の実施状況 

１ 検査・検診事業（事業費 18,794359円、11,078,852円（減価償却費除く）） 

 公害健康被害の補償等に関する法律に基づく障害程度の見直し及び認定更新に

伴う医学的検査を４４回行いました。 

検査結果に基づき、「医学的検査結果報告書」を作成し、川崎・横浜両市に提出し

ました。 

 検査人数 

川 崎 市 横 浜 市 合 計 

見 直 し １０６ 見 直 し     ５５ １６１ 

更 新  １ 更 新     ３６ ３７ 

更 新 見 直 し  ９３ ―    ― ９３ 

計 ２００ 計     ９１ ２９１     

               

２ 保健福祉事業（事業費 5,307,846円、2,801,312円（減価償却費除く） 

 呼吸機能に関連する各分野の専門家が、公害病被認定者を対象に、日常生活に

おける療養の仕方、呼吸機能の改善方法等について指導・訓練を行うことにより、健

康の回復・保持及び増進を図ることを目的として、次のとおり呼吸機能訓練教室を行

いました。  

 (1) 呼吸機能訓練教室の開催（川崎市委託分） 

 

  

（2） 内容 

   呼吸機能訓練教室では、呼吸筋のストレッチ体操、全身のストレッチ体操、気功

療法等を行いました。 

    

３ 健康被害の予防事業（事業費 3,086,277円、1,860,065円（減価償却費除く）） 

広く川崎市民の大気汚染に係わる健康被害の予防に寄与するため、次の事業を

行いました。 

（１）  呼吸器健康相談（川崎市委託分） 

市民を対象に気管支ぜん息、ぜん息性肺疾患、慢性気管支炎及び肺気腫に

関する相談及び指導を行うことにより、当該疾患の予防及び当該疾患に係る患者

の健康の回復、保持・増進を図ることを目的として、次のとおり呼吸器健康相談を

実施しました。 

開 催 回 数    １２ 

受 検 者 数    ３４ 

開催の都度、参加者へ相談事業に関するアンケート調査を実施し、その結果、

開 催 回 数  １３ 

参 加 人 員 ２７２ 
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多数の方から「相談を受けてよかった」との回答がありました。 

（2） その他 

川崎市の被認定者の療養に係わる資料の収集と管理を行いました。 

 

Ⅱ 会議の実施状況 

１ 評議員会 

会議名 日  程 議   案  ・  報  告 

第１９回 

（決議の省略） 

令和７年 

４月１日（火） 

議案 

（１） 理事の選任について 

第２０回 

（決議の省略） 

令和７年 

６月１４日（土） 

議案 

（１） 評議員の選任について 

第２１回 

 

 

 

令和７年 

６月３０日（月） 

議案 

（１） 令和６年度事業報告及び決算について 

（２） 理事の選任について 

（３） 定款変更について（再審議） 

報告 

（２）令和７年度事業計画及び収支予算について 

 

２ 理事会 

会議名 日  程 議   題  ・  報 告 

第４８回 令和７年 

６月４日（水） 

議案 

（１）令和６年度事業報告及び決算について 

（２）第２１回評議員会の開催について 

報告 

（１） 職務執行状況報告について 

第４９回 

（決議の省略） 

令和７年 

６月１４日（土） 

議案 

（１） 第２０回評議員会(臨時)の開催について 

第５０回 

（決議の省略） 

令和７年 

６月３０日（木） 

議案 

（１） 理事長、副理事長、常務理事の選定について 

（２） 重要な使用人の選任について 

第５１回 令和７年 

１１月２１日（金） 

議案 

（１） 法人解散に向けて 

報告 

（１） 令和 7年度上半期事業報告について 

（２） 職務執行状況報告について 

第５２回 令和８年 

３月３０日(月) 

議案 

（１） 令和８年度事業計画及び収支予算について 

（２） 令和８年度資金調達及び設備投資の見込みにつ

いて 

報告 

(１)職務執行状況報告について 
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Ⅲ 法人の解散に係る経緯 

 １ 患者会・認定患者への説明 

（１）患者会への説明会（４月２８日） 

第４７回理事会（３月２１日）での審議結果を受けて、センター主催で行政から患者 

   会への説明会を行いました。 

（２）全認定患者への説明会（４月３０日） 

行政主催で、全認定患者への説明会を行いました。 

 

 ２ 第４８回理事会（６月４日） 

   第４８回理事会にて、行政の患者会への対応について一定の評価をし、「定款変更

について（存続期間の設定）」を、評議員会に再審議をお諮りすることを決定しました。 

 

３ 第２１回評議員会（６月３０日） 

  第２１回評議員会にて、定款変更について（存続期間の設定）、再審議をお諮りしま

した。評議員７人中５人の賛成があり、特別決議により承認となりました。評議員から川

崎市に対し「今後も患者会の要望を積極的に聞き、良好な関係作りの努力をお願いし

たい。」との意見がありました。 

 

４ UR都市機構との協議（８月９日、１２月２２日、２月２７日）。 

センター建物の土地所有者である UR都市機構と建物解体に関する協議を川崎市と

共に行いました（継続中）。 

 

５ 陶壁画の処分の承諾（８月２７日） 

１階待合ロビーにある美術作品である陶壁画について、製作者である彫刻家 田中

栄作氏を訪問し、建物解体とともに処分することについて承諾をいただきました。  

 

６ 川崎市の相談窓口設置（１０月～） 

  センターの検査日に川崎市が相談窓口を設置し、受検者に来年以降の検査につい

ての相談を実施しました。 

 

７ 第５１回理事会（１１月２１日） 

  令和８年度の事業規模と運営体制を縮小することとし、事業終了時期を１２月としま

した。また、建物解体について、センターは費用の捻出が困難であり、また解体設計に

おける専門性も有していないことから川崎市に依頼することとしました。 

  さらに、解散に向けて、廃棄物処分や行政への引継ぎのためのカルテの電子化など

の経費がかかるが、医療機器購入等の積立資産を取崩して充当することを決定しまし

た。 

 

８ センター建物解体工事等に関する覚書（３月１６日） 

  川崎市がセンター建物を解体することについての覚書を締結しました。 


